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「IT および公正競争に関する新しいルール - 動向と影響」について 

日本における関連分野の法令の状況 

 

弁護士 岩瀬 ひとみ1 

弁護士 浅岡 義之2 

 

 ワシントン州改正州法第 19 章第 330 節(Revised Code of Washington Title 19 Chapter 

330) “Sale of Products - Stolen or Misappropriated Information Technology”と題する新法 

(以下｢ワシントン州不正競争防止法3｣という。)は、適用ある法令に違反して権利者の許諾やライ

センスを得ないで取得された情報技術4(以下｢違法 IT｣という。)の使用という知的財産権の問題

を、違法 IT を使用して製造された製品の市場における競争上又は通商上の影響という観点から

規制しようとするものである。また、ワシントン州不正競争防止法は、米国法に基づく知的財産権

の侵害に限らず、外国法に基づく知的財産権の侵害をも問題とし、かかる法令に違反する情報技

術を使用して生産された製品の販売差止や損害賠償といったエンフォースメントを規定する点に

おいて、米国外の知的財産権法のエンフォースメントにも影響を与え得るものである。 

 日本においても、知的財産権法、競争法及び通商法の各分野における法律は存在するが、違

法 IT の使用による競争上又は通商上の影響という観点からの立法は見当たらず、ワシントン州

不正競争防止法に相当する法律は存在しない状況である。そこで、以下では、日本における知的

財産権法、競争法及び通商法の各分野における違法 ITの取扱いを概観する。 

 なお、本書の内容は、筆者らの個人的見解に過ぎず、筆者らが現在所属し、又は過去に所属し

たいかなる組織の見解も示唆するものではない。 

 

1 知的財産権法 

 

(1) IT の保護に関連する法令 

 

 ソフトウェアは、｢プログラム5｣の著作物として著作権法による保護を受ける(著作権法第 10 条

                             
1  西村あさひ法律事務所パートナー 

2  西村あさひ法律事務所アソシエイト 

3  ここでは｢不正競争｣という訳語を用いているが、ワシントン州不正競争防止法は、米国内の公正競

争(fair competition)のみではなく、公正貿易(fair trade)も念頭に置くものであることに注意さ

れたい。 

4  ワシントン州不正競争防止法第 1条(7)(a) 

5  ｢電子計算機を機能させて一の結果を得ることができるようにこれに対する指令を組み合わせたものとして表現

されたもの｣と定義される(著作権法第 2条第 10号の 2)。 
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第 1項第 9号)6。また、プログラムを操作することによってアウトプット(映画、画面等を含む。)が

発生するものについては、当該アウトプットも著作物の要件を満たす限り著作権の対象となる。ま

た、ソフトウェアはコンピュータ・ソフトウェア関連発明として特許法によって保護される7。そのほ

か、ソフトウェに関する営業秘密は不正競争防止法によって、ソフトウェア製品の販売については

商標法によって保護される。 

 なお、ワシントン州不正競争防止法上、特許権又は営業秘密を侵害する違法 IT を用いて製造

された製品については同法に基づく責任が課されないこととされていることに鑑み(ワシントン州

不正競争防止法第 3 条(2))、以下では特に著作権法におけるプログラムの著作物の保護を概

観する。 

 

(2) 著作権法による保護 

 

 プログラムの著作物として保護されるソフトウェアを、その著作権者の許諾なく複製、翻案、頒

布、譲渡等する行為は著作権の侵害となる。他方で、違法に複製された著作物を使用する行為

は(それが違法な複製等を伴わない限り)著作権の侵害とはならないが、ソフトウェア等のプログ

ラムの著作物の場合、海賊版が流布しそれが企業等で使用されることを止めることができなけれ

ば保護の実効性が乏しいため、著作権を侵害する行為によって作成された複製物を、当該複製

物を使用する権限を取得した時に事情を知っていながら業務上使用する行為は著作権を侵害す

る行為とみなされる(著作権法第 113条第 2項)。 

 また、日本の著作権を侵害する行為を外国で行っても、それは日本の著作権法違反とはならな

いが、輸入の時において国内で作成したとしたならば著作権の侵害となるべき行為によって作成

された物を、国内において頒布する目的をもって輸入する行為は、著作権の侵害とみなされる

(著作権法第 113条第 1項第 1号)。もっとも、ここにいう｢輸入｣とは、外国にある違法複製物を

日本国内に搬入する行為を意味し、例えば、海賊版ソフトウェアがインターネットを通じて国内に

持ち込まれた場合には同号の適用はなく8、かかる行為が著作権の侵害とみなされることはな

い。 

 

 プログラムの著作権の侵害に対しては刑事罰9が課されるほか、民事的救済措置として差止

                             
6  中山信弘『著作権法』(有斐閣)97-98頁参照。 

7  中山信弘『特許法 第二版』(弘文堂)154 頁、特許庁｢特許・実用新案審査基準｣第Ⅶ第 1章。なお、表現そのものを

保護する著作権法と表現の背後にあるアイディア(発明)を保護する特許法とではアプローチが異なり、それに応

じて両者の要件、効果に差異がある。 

8  中山･前掲(注 6)508頁 

9  著作権侵害に係る罰則は、自然人に対しては 10 年以下の懲役若しくは 1000 万円以下の罰金又はその併科であり

(著作権法第 119条第 1項)、法人に対しては 3億円以下の罰金である(同法第 124条第 1項第 1号)。但し、前記

の著作権法第 113条第 1項(海賊版の輸入等)又は第 2 項(海賊版の使用)により侵害とみなされる行為に係る罰則

は、自然人に対しては 5年以下の懲役若しくは 500万円以下の罰金又はその併科であり(同法第 119条第 2項第 3

号及び第 4号)、法人に対しては 3億円以下の罰金である(同法第 124条第 1項第 1号)。 
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(著作権法第 112 条)や損害賠償(民法第 709 条)等が可能である。もっとも、かかる民事的救

済措置を求め得るのは基本的に著作者や著作権者に限られ、ワシントン州不正競争防止法のよ

うに当該侵害により(間接的に)競争上の不利益を受けた者による差止請求や損害賠償請求は

認められない。 

 

2 競争法 

 

 日本における競争法の中核をなす私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律(以下

｢独占禁止法｣という。)は、私的独占の禁止、不当な取引制限(カルテル、入札談合等)の禁止、不

公正な取引方法(取引拒絶、拘束条件付取引、不当廉売、優越的地位の濫用等)の禁止、企業結

合規制等を定める。独占禁止法は、一部の例外(著作物再販適用除外制度等)を除きほとんどの

商取引に適用され、事業者10又は事業者団体の反競争性を有する行為を広く規制する。独占禁

止法違反に対しては、刑事罰、行政処分(排除措置命令、課徴金等)及び民事的救済措置(差止

請求、損害賠償請求)が定められている。 

 しかしながら、独占禁止法においては、違法 IT の利用により競争環境が歪められるという現象

をどのように取り扱うかという問題につき、これまで議論がなされてこなかった。例えば、違法 IT

の利用を通じて自己の販売する製品の価格を下げるという行為については、独占禁止法上、不

公正な取引方法の一類型である不当廉売(正当な理由がないのに、商品又は役務をその供給に

要する費用を著しく下回る対価で継続して供給することであって、他の事業者の事業活動を困難

にさせるおそれがあるもの11)としての規制が考えられるが、不当廉売規制において基準となる費

用は、一般に、廉売をしている事業者の費用であって当該廉売の結果として競争上の不利益を

被る事業者の費用ではなく12、違法 ITが適法に使用されていれば要したであろう費用を基準とす

るといった取扱いは議論されてこなかった。 

 もっとも、不当廉売において廉売をしている事業者の費用を基準とするという考え方は、非効率

な事業者における高い費用が基準となることはないという趣旨であり、違法 IT の使用のような違

法、不当な行為を通じて実現された低い費用を基準とすべきことまで求めるものではないとも考

えられる。また、違法 IT を利用する事業者がそれにより不当に補助される結果、当該事業者の

属する市場における自由競争の基盤が間接的に侵害されることに問題視すべき反競争性を看取

                             
10  国や地方自治体も、事業活動を行っている限り規制対象となる。 

11  独禁法第 2 条第 9 項第 3 号、第 19 条、不公正な取引方法(昭和 57 年公取委告示第 15 項。以下｢一般指定｣とい

う。)6項 

12  公正取引員会事務局｢不当廉売に関する独占禁止法上の考え方｣3(1)。また、白石忠『独占禁止法〔第 2 版〕』

(有斐閣)180頁参照。 
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することも不可能ではないかもしれない13。しかしながら、不当廉売につきかかる考え方を採用す

る審決例、裁判例は現時点で不見当であり、違法 IT を利用した製品の廉価販売を独占禁止法

上の不当廉売の問題として論ずる議論も見当たらない。 

 加えて、海外で製造され、輸入される製品については、これを明示的に適用対象に含めるワシ

ントン州不正競争防止法に対し、日本の独占禁止法における不当廉売その他の不公正な取引方

法に係る規制がどこまで、どのような形で適用されるかは、これまでの日本の審決例、裁判例、

学説から明確に導かれるもものではない。 

 

3 通商法 

 

 海外からの違法 IT 流入への対処としては、まず水際措置がある。すなわち、著作権や特許権

を侵害する物品は輸入禁制品とされ(関税法第 69 条の 11 第 1 項第 9 号)、税関長はその没

収、廃棄又は積戻しを命ずることができるとされている(関税法第 69 条の 11 第 2 項)14。しかし

ながら、かかる水際措置が発動されるのは日本国内法において知的財産権の侵害とされる(又

は侵害とみなされる)場合のみであり、外国法における知的財産権の侵害は問題とされない。ま

た、違法 IT を使用して製造された製品は、それ自体が日本の知的財産権を侵害しない限り、か

かる水際措置の対象とはならない。このように、日本の関税法の水際措置は、ワシントン州不正

競争防止法のような通商法的な側面は乏しく、あくまで日本国内の知的財産権法のエンフォース

メントを十全ならしめるためものという位置付けにとどまる。 

 

 違法 IT を利用して製造された製品に対する通商法上の実体的な措置としては、不当廉売関税

が考えられないわけではない。外国から日本に輸入される貨物の価格が、概略、以下の方法に

より算定される｢正常価格｣よりも低い場合には、不当廉売関税の発動が検討されることとなる(世

界貿易機関(以下｢WTO｣という。)協定15第 6条第 1項、関税定率法第 8条第 1項16、不当廉売

                             
13  独占禁止法上の不当な取引方法の一つである｢優越的地位の濫用｣(同法第 2条第 9 項第 5号、一般指定第 14項。

概要、自らの取引上の地位が取引相手に優越していることを利用して、正常な商慣習に照らして不当に、取引相

手に不利益を強いること。)に関しては間接競争阻害規制説と呼ばれる同様の考え方が存在し、公正取引員会は

この考え方を採ると言われる(独占禁止法研究会報告｢不公正な取引方法に関する基本的な考え方(1)｣(公正競争

382 号 34-35 頁)。これは、ある事業者(A)による優越的地位の濫用により、(A)がその競合事業者である(A’)に

対して価格・品質による競争とは別の要因によって有利な取扱いを獲得し、競争上優位に立つことになるおそれ

があることに反競争性を見いだす考え方である。但し、公正取引員会も具体的な事件においてこれを認定してい

るわけではないことにつき、白石・前掲(注 12)86頁参照。)。 

14  海賊版ソフトウェアは、インターネットを通じて日本国に持ち込まれる可能性があるところ、かかる行為は関税

法にいう｢輸入｣(関税法第 2条第 1項第 1号)に該当しないため上記の水際措置の対象とはならず、また、通関を

伴わないため政策的にも水際措置の対象とすることが難しい。 

15  関税及び貿易に関する一般協定 

16  不当廉売関税の課税要件として、WTO 協定の規定に基づき、概略、以下の点を定める(税関ホームページの不当廉

売関税に関する解説につき、http://www.customs.go.jp/tokusyu/hutou.htm参照)。 

(1) ダンピングされた貨物の輸入の事実があること(ダンピング輸入の事実)  

http://www.customs.go.jp/tokusyu/hutou.htm
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関税に関する政令第 2条第 1項第 1号ないし第 3号、第 2項)。 

① 当該輸入貨物の供給国における消費に向けられる当該輸入貨物と同種の貨物の通常の商

取引における価格  

② 上記①の価格がない場合等には、 (i) 当該輸入貨物の供給国から本邦以外の国に輸出さ

れる当該輸入貨物と同種の貨物の輸出のための販売価格、又は、(ii) 当該輸入貨物の生

産費に当該輸入貨物の原産国で生産された当該輸入貨物と同種の貨物に係る通常の利潤

並びに管理費、販売経費及び一般的な経費の額を加えた価格  

 しかしながら、最も緩和的な上記②(ii)による場合であっても、生産費については｢当該輸入貨物

の生産費｣によることとなり、違法 IT が使用されなければ要したであろう生産費を考慮することま

で想定したものとはなっていない。また、これまでに違法 IT の使用による廉売につき不当廉売関

税が発動された事案は見当たらない。 

 なお、中華人民共和国(香港地域及びマカオ地域を除く。)又はベトナム(併せて、以下｢対象国｣

という。)を原産地とする特定の種類の輸入貨物の生産者が、当該輸入貨物と同種の貨物を生産

している当該輸入貨物の原産国の産業において当該同種の貨物の生産及び販売について市場

経済の条件が浸透している事実があることを明確に示すことができない場合は、｢当該輸入貨物

の原産国と比較可能な最も近い経済発展段階にある国｣を基準に上記①又は②を適用して正常

価格を認定することが認められており17、ダンピングの有無の判定基準となる正常価格を構成す

る生産費として、必ずしも｢当該輸入貨物の生産費｣によらない方法が認められていることは注目

に値する18。 

                                                                                  
(2) ダンピングされた貨物と同種の貨物を生産している国内産業(国内生産高の相当な割合を占める者)に実質

的な損害等の事実があること(損害等の事実)  

(3) 実質的な損害等がダンピングされた貨物の輸入によって引き起こされたという因果関係があること(因果

関係)  

(4) 国内産業を保護する必要性があること(産業保護の必要性)  

17  この場合、不当廉売関税に関する政令第 2 条第 3 項、第 1 項第 4 号は、｢当該輸入貨物の供給国と比較可能な最

も近い経済発展段階にある国における消費に向けられる当該輸入貨物と同種の貨物の通常の商取引における価

格、当該供給国と比較可能な最も近い経済発展段階にある国から輸出される当該同種の貨物の輸出のための販売

価格又は当該輸入貨物の原産国と比較可能な最も近い経済発展段階にある国における当該同種の貨物の生産費に

当該同種の貨物に係る通常の利潤並びに管理費、販売経費及び一般的な経費の額を加えた価格｣を正常価格とす

ることを認める。なお、これらの国内法の規定は、中華人民共和国が WTOへ加入するため世界貿易機関との間にお
いて合意した条件を定めた議定書第 15 条(a)(ii)に根拠を有する。なお、当該規定は、中華人民共和国の WTO 加入
(2001年 12月 11日) 後 15年の経過をもって失効する(同条(d))。 

18  生産及び販売について市場経済の条件が浸透している事実の具体的な内容については、財務省=厚生労働省=農林

水産省=経済産業省=国土交通省｢不当廉売関税に関する手続等についてのガイドライン｣7.(6)一参照。 
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本書は、アーンスト・アンド・ヤングが作成したレポート「IT および公正競争に関する新しいルー

ル－動向と影響」に付随して、日本の関連法の状況を解説したものです。 
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